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特定非営利活動促進法（平成十年三月二十五日法律第七号） 

 

最終改正：平成二〇年五月二日法律第二八号 

 

目 次 

 第一章 総則（第一条・第二条） 

 第二章 特定非営利活動法人 

  第一節 通則（第三条―第九条） 

  第二節 設立（第十条―第十四条） 

  第三節 管理（第十四条の二―第三十条） 

  第四節 解散及び合併（第三十一条―第四十条） 

  第五節 監督（第四十一条―第四十三条の三） 

  第六節 雑則（第四十四条―第四十五条） 

 第三章 税法上の特例（第四十六条・第四十六条の二） 

 第四章 罰則（第四十七条―第五十条） 

 附則 

 

   第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、特定非営利活動を行う団体に法人格を付与すること等により、ボランティア活動をはじめ

とする市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進し、もって公益の増進に寄

与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「特定非営利活動」とは、別表に掲げる活動に該当する活動であって、不特定かつ多

数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものをいう。 

２ この法律において「特定非営利活動法人」とは、特定非営利活動を行うことを主たる目的とし、次の各号の

いずれにも該当する団体であって、この法律の定めるところにより設立された法人をいう。 

一 次のいずれにも該当する団体であって、営利を目的としないものであること。 

イ 社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付さないこと。 

ロ 役員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の三分の一以下であること。 

二 その行う活動が次のいずれにも該当する団体であること。  

イ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とするものでないこと。 

ロ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするものでないこと。 

ハ 特定の公職（公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）第三条に規定する公職をいう。以下同じ。）の候

補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又は

これらに反対することを目的とするものでないこと。 

 

   第二章 特定非営利活動法人 

 

    第一節 通則 

 

（原則） 

第三条 特定非営利活動法人は、特定の個人又は法人その他の団体の利益を目的として、その事業を行ってはな

らない。 

２ 特定非営利活動法人は、これを特定の政党のために利用してはならない。 

 

（名称の使用制限） 

第四条 特定非営利活動法人以外の者は、その名称中に、「特定非営利活動法人」又はこれに紛らわしい文字を

用いてはならない。 
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（その他の事業） 

第五条 特定非営利活動法人は、その行う特定非営利活動に係る事業に支障がない限り、当該特定非営利活動に

係る事業以外の事業（以下「その他の事業」という。）を行うことができる。この場合において、収益を生じ

たときは、これを当該特定非営利活動に係る事業のために使用しなければならない。 

２ その他の事業に関する会計は、当該特定非営利活動法人の行う特定非営利活動に係る事業に関する会計から

区分し、特別の会計として経理しなければならない。 

 

（住所） 

第六条 特定非営利活動法人の住所は、その主たる事務所の所在地にあるものとする。 

 

（登記） 

第七条 特定非営利活動法人は、政令で定めるところにより、登記しなければならない。 

２ 前項の規定により登記しなければならない事項は、登記の後でなければ、これをもって第三者に対抗するこ

とができない。 

 

（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の準用） 

第八条 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）第七十八条の規定は、特定

非営利活動法人について準用する。 

 

 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

 第七十八条 一般社団法人は、代表理事その他の代表者がその職務を行うについて第三者に加えた損害を賠償

する責任を負う。 

 

（所轄庁） 

第九条 特定非営利活動法人の所轄庁は、その事務所が所在する都道府県の知事とする。 

２ 特定非営利活動法人で二以上の都道府県の区域内に事務所を設置するものにあっては、その所轄庁は、前項

の規定にかかわらず、内閣総理大臣とする。 

 

    第二節 設立 

 

（設立の認証） 

第十条 特定非営利活動法人を設立しようとする者は、内閣府令（前条第二項の特定非営利活動法人以外の特定

非営利活動法人に係る場合にあっては、都道府県の条例。第二十六条第三項、第四十四条第二項、第四十四条

の二及び第四十四条の三を除き、以下同じ。）で定めるところにより、次に掲げる書類を添付した申請書を所

轄庁に提出して、設立の認証を受けなければならない。 

一 定款 

二 役員に係る次に掲げる書類 

イ 役員名簿（役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無を記載した名簿をいう。） 

ロ 各役員が第二十条各号に該当しないこと及び第二十一条の規定に違反しないことを誓約し、並びに就任

を承諾する書面の謄本 

ハ 各役員の住所又は居所を証する書面として内閣府令で定めるもの 

三 社員のうち十人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居所を記載

した書面 

四 第二条第二項第二号及び第十二条第一項第三号に該当することを確認したことを示す書面 

五 設立趣旨書 

六 設立についての意思の決定を証する議事録の謄本 

七 設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書 

八 設立当初の事業年度及び翌事業年度の収支予算書 

２ 所轄庁は、前項の認証の申請があった場合には、遅滞なく、その旨及び次に掲げる事項を公告するとともに、

同項第一号、第二号イ、第五号、第七号及び第八号に掲げる書類を、申請書を受理した日から二月間、その指

定した場所において公衆の縦覧に供しなければならない。 

一 申請のあった年月日 

二 申請に係る特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地並びにその定款に記載さ
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れた目的 

 

（定款） 

第十一条 特定非営利活動法人の定款には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  

一 目的  

二 名称  

三 その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類  

四 主たる事務所及びその他の事務所の所在地  

五 社員の資格の得喪に関する事項  

六 役員に関する事項  

七 会議に関する事項  

八 資産に関する事項  

九 会計に関する事項  

十 事業年度  

十一 その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項  

十二 解散に関する事項  

十三 定款の変更に関する事項  

十四 公告の方法  

２ 設立当初の役員は、定款で定めなければならない。  

３ 第一項第十二号に掲げる事項中に残余財産の帰属すべき者に関する規定を設ける場合には、その者は、特定

非営利活動法人その他次に掲げる者のうちから選定されるようにしなければならない。  

一 国又は地方公共団体  

二 公益社団法人又は公益財団法人  

三 私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第三条に規定する学校法人  

四 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第二十二条に規定する社会福祉法人  

五 更生保護事業法（平成七年法律第八十六号）第二条第六項に規定する更生保護法人 

 

（認証の基準等） 

第十二条 所轄庁は、第十条第一項の認証の申請が次の各号に適合すると認めるときは、その設立を認証しなけ

ればならない。 

一 設立の手続並びに申請書及び定款の内容が法令の規定に適合していること。 

二 当該申請に係る特定非営利活動法人が第二条第二項に規定する団体に該当するものであること。 

三 当該申請に係る特定非営利活動法人が次に掲げる団体に該当しないものであること。 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号）第二条第二号 に

規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。） 

ロ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下この号において同じ。）若しくは暴力

団の構成員でなくなった日から五年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」という。）の統制の下に

ある団体 

四 当該申請に係る特定非営利活動法人が十人以上の社員を有するものであること。  

２ 前項の規定による認証又は不認証の決定は、正当な理由がない限り、第十条第二項の期間を経過した日から

二月以内に行わなければならない。  

３ 所轄庁は、第一項の規定により不認証の決定をしたときは、速やかに、理由を付した書面をもって当該申請

をした者にその旨を通知しなければならない。  

 

（意見聴取等）  

第十二条の二 第四十三条の二及び第四十三条の三の規定は、第十条第一項の認証の申請があった場合について

準用する。  

 

（成立の時期等）  

第十三条 特定非営利活動法人は、その主たる事務所の所在地において設立の登記をすることによって成立する。  

２ 特定非営利活動法人は、前項の登記をしたときは、遅滞なく、当該登記をしたことを証する登記事項証明書

を添付した届出書を所轄庁に提出しなければならない。  
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（財産目録の作成及び備置き）  

第十四条 特定非営利活動法人は、成立の時に財産目録を作成し、常にこれをその主たる事務所に備え置かなけ

ればならない。 

 

    第三節 管理  

 

（通常社員総会） 

第十四条の二  理事は、少なくとも毎年一回、通常社員総会を開かなければならない。 

 

（臨時社員総会） 

第十四条の三  理事は、必要があると認めるときは、いつでも臨時社員総会を招集することができる。 

２ 総社員の五分の一以上から社員総会の目的である事項を示して請求があったときは、理事は、臨時社員総会

を招集しなければならない。ただし、総社員の五分の一の割合については、定款でこれと異なる割合を定める

ことができる。 

 

（社員総会の招集） 

第十四条の四  社員総会の招集の通知は、その社員総会の日より少なくとも五日前に、その社員総会の目的で

ある事項を示し、定款で定めた方法に従ってしなければならない。 

 

（社員総会の権限） 

第十四条の五  特定非営利活動法人の業務は、定款で理事その他の役員に委任したものを除き、すべて社員総

会の決議によって行う。 

 

（社員総会の決議事項） 

第十四条の六  社員総会においては、第十四条の四の規定によりあらかじめ通知をした事項についてのみ、決

議をすることができる。ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

 

（社員の表決権） 

第十四条の七  各社員の表決権は、平等とする。 

２  社員総会に出席しない社員は、書面で、又は代理人によって表決をすることができる。 

３  社員は、定款で定めるところにより、前項の規定に基づく書面による表決に代えて、電磁的方法（電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって内閣府令で定めるものをいう。）

により表決をすることができる。 

４  前三項の規定は、定款に別段の定めがある場合には、適用しない。 

 

（表決権のない場合） 

第十四条の八  特定非営利活動法人と特定の社員との関係について議決をする場合には、その社員は、表決権

を有しない。 

 

（役員の定数）  

第十五条 特定非営利活動法人には、役員として、理事三人以上及び監事一人以上を置かなければならない。  

 

（理事の代表権）  

第十六条 理事は、すべて特定非営利活動法人の業務について、特定非営利活動法人を代表する。ただし、定款

をもって、その代表権を制限することができる。  

２  理事の代表権に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。 

 

（業務の執行）  

第十七条  特定非営利活動法人の業務は、定款に特別の定めのないときは、理事の過半数をもって決する。  

 

（理事の代理行為の委任） 

第十七条の二  理事は、定款又は社員総会の決議によって禁止されていないときに限り、特定の行為の代理を
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他人に委任することができる。 

 

（仮理事） 

第十七条の三  理事が欠けた場合において、業務が遅滞することにより損害を生ずるおそれがあるときは、所

轄庁は、利害関係人の請求により又は職権で、仮理事を選任しなければならない。 

 

（利益相反行為） 

第十七条の四  特定非営利活動法人と理事との利益が相反する事項については、理事は、代表権を有しない。

この場合においては、所轄庁は、利害関係人の請求により又は職権で、特別代理人を選任しなければならない。 

 

（監事の職務）  

第十八条 監事は、次に掲げる職務を行う。  

一 理事の業務執行の状況を監査すること。  

二 特定非営利活動法人の財産の状況を監査すること。  

三 前二号の規定による監査の結果、特定非営利活動法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは

定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを社員総会又は所轄庁に報告すること。  

四 前号の報告をするために必要がある場合には、社員総会を招集すること。  

五 理事の業務執行の状況又は特定非営利活動法人の財産の状況について、理事に意見を述べること。  

 

（監事の兼職禁止）  

第十九条 監事は、理事又は特定非営利活動法人の職員を兼ねてはならない。  

 

（役員の欠格事由）  

第二十条 次の各号のいずれかに該当する者は、特定非営利活動法人の役員になることができない。  

一 成年被後見人又は被保佐人 

二 破産者で復権を得ないもの 

三 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経

過しない者 

四 この法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定（同法第三十二条の二第七項の

規定を除く。）に違反したことにより、又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百四条、第二百六条、

第二百八条、第二百八条の三、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関す

る法律（大正十五年法律第六十号）の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日

又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 

 

刑法 

第２０４条（傷害）、第２０６条（傷害及び傷害致死の現場助勢）、第２０８条（暴行）、第２０８条の３

（凶器準備集合及び結集）、第２２２条（脅迫）若しくは第２４７条（背任） 

 

五 暴力団の構成員等 

六 第四十三条の規定により設立の認証を取り消された特定非営利活動法人の解散当時の役員で、設立の認証

を取り消された日から二年を経過しない者 

 

（役員の親族等の排除）  

第二十一条 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の親族が一人を超えて

含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の親族が役員の総数の三分の一を超えて含まれること

になってはならない。  

 

（役員の欠員補充）  

第二十二条 理事又は監事のうち、その定数の三分の一を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充しなけ

ればならない。  

 

（役員の変更等の届出）  

第二十三条 特定非営利活動法人は、その役員の氏名又は住所若しくは居所に変更があったときは、遅滞なくそ
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の旨を所轄庁に届け出なければならない。  

２ 特定非営利活動法人は、役員が新たに就任した場合（任期満了と同時に再任された場合を除く。）において

前項の届出をするときは、当該役員に係る第十条第一項第二号ロ及びハに掲げる書類を所轄庁に提出しなけれ

ばならない。  

 

（役員の任期）  

第二十四条 役員の任期は、二年以内において定款で定める期間とする。ただし、再任を妨げない。  

２ 前項の規定にかかわらず、定款で役員を社員総会で選任することとしている特定非営利活動法人にあっては、

定款により、後任の役員が選任されていない場合に限り、同項の規定により定款で定められた任期の末日後最

初の社員総会が終結するまでその任期を伸長することができる。  

 

（定款の変更）  

第二十五条 定款の変更は、定款で定めるところにより、社員総会の議決を経なければならない。  

２ 前項の議決は、社員総数の二分の一以上が出席し、その出席者の四分の三以上の多数をもってしなければな

らない。ただし、定款に特別の定めがあるときは、この限りでない。  

３ 定款の変更（第十一条第一項第四号に掲げる事項に係るもの（所轄庁の変更を伴わないものに限る。）並び

に同項第八号及び第十四号に掲げる事項に係るもの（第六項において「軽微な事項に係る定款の変更」という。）

を除く。）は、所轄庁の認証を受けなければ、その効力を生じない。  

４ 特定非営利活動法人は、前項の認証を受けようとするときは、当該定款の変更を議決した社員総会の議事録

の謄本及び変更後の定款を添付した申請書を、所轄庁に提出しなければならない。この場合において、当該定

款の変更が第十一条第一項第三号又は第十一号に掲げる事項に係る変更を含むものであるときは、当該定款の

変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書及び収支予算書を併せて添付しなければならない。  

５ 第十条第二項及び第十二条の規定は、第三項の認証について準用する。  

６ 特定非営利活動法人は、軽微な事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を所轄庁に届け出なけ

ればならない。  

 

第二十六条 所轄庁の変更を伴う定款の変更に係る前条第四項の申請書は、変更前の所轄庁を経由して変更後の

所轄庁に提出するものとする。  

２ 前項の場合においては、前条第四項の添付書類のほか、第十条第一項第二号イ及び第四号に掲げる書類並び

に直近の第二十八条第一項に規定する事業報告書等（設立後当該書類が作成されるまでの間は第十四条の財産

目録、合併後当該書類が作成されるまでの間は第三十五条第一項の財産目録）を申請書に添付しなければなら

ない。  

３ 第一項の場合において、当該定款の変更を認証したときは、所轄庁は、内閣府令で定めるところにより、遅

滞なく、変更前の所轄庁から事務の引継ぎを受けなければならない。  

 

（会計の原則）  

第二十七条 特定非営利活動法人の会計は、この法律に定めるもののほか、次に掲げる原則に従って、行わなけ

ればならない。  

一 削除  

二 会計簿は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳すること。  

三 財産目録、貸借対照表及び収支計算書は、会計簿に基づいて収支及び財政状態に関する真実な内容を明り

ょうに表示したものとすること。  

四 採用する会計処理の基準及び手続については、毎事業年度継続して適用し、みだりにこれを変更しないこ

と。  

 

（事業報告書等の備置き等及び閲覧）  

第二十八条 特定非営利活動法人は、毎事業年度初めの三月以内に、内閣府令で定めるところにより、前事業年

度の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書（次項、次条及び第四十三条第一項において「事業報

告書等」という。）並びに役員名簿（前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名及び住所又は

居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿をいう。）並びに社員のうち

十人以上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所又は居所を記載した書面（次項、

次条及び第四十三条第一項において「役員名簿等」という。）を作成し、これらを、翌々事業年度の末日まで
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の間、主たる事務所に備え置かなければならない。  

２ 特定非営利活動法人は、その社員その他の利害関係人から事業報告書等（設立後当該書類が作成されるまで

の間は第十四条の財産目録、合併後当該書類が作成されるまでの間は第三十五条第一項の財産目録。次条第二

項において同じ。）、役員名簿等又は定款若しくはその認証若しくは登記に関する書類の写し（次条及び第四

十三条第一項において「定款等」という。）の閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、

これを閲覧させなければならない。  

 

（事業報告書等の提出及び公開）  

第二十九条 特定非営利活動法人は、内閣府令で定めるところにより、毎事業年度一回、事業報告書等、役員名

簿等及び定款等（その記載事項に変更があった定款並びに当該変更に係る認証及び登記に関する書類の写しに

限る。）を所轄庁に提出しなければならない。  

２ 所轄庁は、特定非営利活動法人から提出を受けた事業報告書等若しくは役員名簿等（過去三年間に提出を受

けたものに限る。）又は定款等について閲覧の請求があった場合には、内閣府令で定めるところにより、これ

を閲覧させなければならない。  

 

第三十条  削除 

 

    第四節 解散及び合併  

 

（解散事由）  

第三十一条 特定非営利活動法人は、次に掲げる事由によって解散する。  

一 社員総会の決議  

二 定款で定めた解散事由の発生  

三 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能  

四 社員の欠亡  

五 合併  

六 破産手続開始の決定  

七 第四十三条の規定による設立の認証の取消し  

２ 前項第三号に掲げる事由による解散は、所轄庁の認定がなければ、その効力を生じない。  

３ 特定非営利活動法人は、前項の認定を受けようとするときは、第一項第三号に掲げる事由を証する書面を、

所轄庁に提出しなければならない。  

４ 清算人は、第一項第一号、第二号、第四号又は第六号に掲げる事由によって解散した場合には、遅滞なくそ

の旨を所轄庁に届け出なければならない。  

 

（解散の決議） 

第三十一条の二  特定非営利活動法人は、総社員の四分の三以上の賛成がなければ、解散の決議をすることが

できない。ただし、定款に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

 

（特定非営利活動法人についての破産手続の開始） 

第三十一条の三  特定非営利活動法人がその債務につきその財産をもって完済することができなくなった場合

には、裁判所は、理事若しくは債権者の申立てにより又は職権で、破産手続開始の決定をする。 

２  前項に規定する場合には、理事は、直ちに破産手続開始の申立てをしなければならない。 

 

（清算中の特定非営利活動法人の能力） 

第三十一条の四  解散した特定非営利活動法人は、清算の目的の範囲内において、その清算の結了に至るまで

はなお存続するものとみなす。 

 

（清算人） 

第三十一条の五  特定非営利活動法人が解散したときは、破産手続開始の決定による解散の場合を除き、理事

がその清算人となる。ただし、定款に別段の定めがあるとき、又は社員総会において理事以外の者を選任した

ときは、この限りでない。 
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（裁判所による清算人の選任） 

第三十一条の六  前条の規定により清算人となる者がいないとき、又は清算人が欠けたため損害を生ずるおそ

れがあるときは、裁判所は、利害関係若しくは検察官の請求により又は職権で、清算人を選任することができ

る。 

 

（清算人の解任） 

第三十一条の七  重要な事由があるときは、裁判所は、利害関係人若しくは検察官の請求により又は職権で、

清算人を解任することができる。 

 

（清算人の届出） 

第三十一条の八  清算中に就任した清算人は、その氏名及び住所を所轄庁に届け出なければならない。 

 

（清算人の職務及び権限） 

第三十一条の九  清算人の職務は、次のとおりとする。 

 一  現務の結了 

 二  債権の取立て及び債務の弁済 

 三  残余財産の引渡し 

２  清算人は、前項各号に掲げる職務を行うために必要な一切の行為をすることができる。 

 

（債権の申出の催告等） 

第三十一条の十  清算人は、その就任の日から二月以内に、少なくとも三回の公告をもって、債権者に対し、

一定の期間内にその債権の申出をすべき旨の催告をしなければならない。この場合において、その期間は、二

月を下ることができない。 

２  前項の公告には、債権者がその期間内に申出をしないときは清算から除斥されるべき旨を付記しなければ

ならない。ただし、清算人は、判明している債権者を除斥することができない。 

３  清算人は、判明している債権者には、各別にその申出の催告をしなければならない。 

４  第一項の公告は、官報に掲載してする。 

 

（期間経過後の債権の申出） 

第三十一条の十一  前条第一項の期間の経過後に申出をした債権者は、特定非営利活動法人の債務が完済され

た後まだ権利の帰属すべき者に引き渡されていない財産に対してのみ、請求をすることができる。 

 

（清算中の特定非営利活動法人についての破産手続の開始） 

第三十一条の十二  清算中に特定非営利活動法人の財産がその債務を完済するのに足りないことが明らかにな

ったときは、清算人は、直ちに破産手続開始の申立てをし、その旨を公告しなければならない。 

２  清算人は、清算中の特定非営利活動法人が破産手続開始の決定を受けた場合において、破産管財人にその

事務を引き継いだときは、その任務を終了したものとする。 

３  前項に規定する場合において、清算中の特定非営利活動法人が既に債権者に支払い、又は権利の帰属すべ

き者に引き渡したものがあるときは、破産管財人は、これを取り戻すことができる。 

４  第一項の規定による公告は、官報に掲載してする。 

 

（残余財産の帰属）  

第三十二条 解散した特定非営利活動法人の残余財産は、合併及び破産手続開始の決定による解散の場合を除き、

所轄庁に対する清算結了の届出の時において、定款で定めるところにより、その帰属すべき者に帰属する。  

２ 定款に残余財産の帰属すべき者に関する規定がないときは、清算人は、所轄庁の認証を得て、その財産を国

又は地方公共団体に譲渡することができる。  

３ 前二項の規定により処分されない財産は、国庫に帰属する。  

 

（裁判所による監督） 

第三十二条の二  特定非営利活動法人の解散及び清算は、裁判所の監督に属する。 

２  裁判所は、職権で、いつでも前項の監督に必要な検査をすることができる。 

３  特定非営利活動法人の解散及び清算を監督する裁判所は、所轄庁に対し、意見を求め、又は調査を嘱託す
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ることができる。 

４  所轄庁は、前項に規定する裁判所に対し、意見を述べることができる。 

 

（清算結了の届出） 

第三十二条の三  清算が結了したときは、清算人は、その旨を所轄庁に届け出なければならない。 

 

（解散及び清算の監督等に関する事件の管轄） 

第三十二条の四  特定非営利活動法人の解散及び清算の監督並びに清算人に関する事件は、その主たる事務所

の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

 

（不服申立ての制限） 

第三十二条の五  清算人の選任の裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

 

（裁判所の選任する精算人の報酬） 

第三十二条の六  裁判所は、第三十一条の六の規定により清算人を選任した場合には、特定非営利活動法人が

当該清算人に対して支払う報酬の額を定めることができる。この場合においては、裁判所は、当該清算人及び

監事の陳述を聴かなければならない。 

 

（即時抗告） 

第三十二条の七  清算人の解任についての裁判及び前条の規定による裁判に対しては、即時抗告をすることが

できる。 

 

（検査役の選任） 

第三十二条の八  裁判所は、特定非営利活動法人の解散及び清算の監督に必要な調査をさせるため、検査役を

選任することができる。 

２  前三条の規定は、前項の規定により裁判所が検査役を選任した場合について準用する。この場合において、

第三十二条の六中「清算人及び監事」とあるのは、「特定非営利活動法人及び検査役」と読み替えるものとす

る。 

 

（合併）  

第三十三条 特定非営利活動法人は、他の特定非営利活動法人と合併することができる。  

 

（合併手続）  

第三十四条 特定非営利活動法人が合併するには、社員総会の議決を経なければならない。  

２ 前項の議決は、社員総数の四分の三以上の多数をもってしなければならない。ただし、定款に特別の定めが

あるときは、この限りでない。  

３ 合併は、所轄庁の認証を受けなければ、その効力を生じない。  

４ 特定非営利活動法人は、前項の認証を受けようとするときは、第一項の議決をした社員総会の議事録の謄本

を添付した申請書を、所轄庁に提出しなければならない。  

５ 第十条及び第十二条の規定は、第三項の認証について準用する。  

 

第三十五条 特定非営利活動法人は、前条第三項の認証があったときは、その認証の通知のあった日から二週間

以内に、財産目録及び貸借対照表を作成し、次項の規定により債権者が異議を述べることができる期間が満了

するまでの間、これをその主たる事務所に備え置かなければならない。  

２ 特定非営利活動法人は、前条第三項の認証があったときは、その認証の通知のあった日から二週間以内に、

その債権者に対し、合併に異議があれば一定の期間内に述べるべきことを公告し、かつ、判明している債権者

に対しては、各別にこれを催告しなければならない。この場合において、その期間は、二月を下回ってはなら

ない。  

 

第三十六条 債権者が前条第二項の期間内に異議を述べなかったときは、合併を承認したものとみなす。  

２ 債権者が異議を述べたときは、特定非営利活動法人は、これに弁済し、若しくは相当の担保を供し、又はそ

の債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社若しくは信託業務を営む金融機関に相当の財産を信託
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しなければならない。ただし、合併をしてもその債権者を害するおそれがないときは、この限りでない。  

 

第三十七条 合併により特定非営利活動法人を設立する場合においては、定款の作成その他特定非営利活動法人

の設立に関する事務は、それぞれの特定非営利活動法人において選任した者が共同して行わなければならない。  

 

（合併の効果）  

第三十八条 合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立した特定非営利活動法人は、合併によっ

て消滅した特定非営利活動法人の一切の権利義務（当該特定非営利活動法人がその行う事業に関し行政庁の認

可その他の処分に基づいて有する権利義務を含む。）を承継する。  

 

（合併の時期等）  

第三十九条 特定非営利活動法人の合併は、合併後存続する特定非営利活動法人又は合併によって設立する特定

非営利活動法人の主たる事務所の所在地において登記をすることによって、その効力を生ずる。  

２ 第十三条第二項の規定は、前項の登記をした場合について準用する。  

 

第四十条  削除 

 

    第五節 監督  

 

（報告及び検査）  

第四十一条 所轄庁は、特定非営利活動法人が法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款に違反する疑い

があると認められる相当な理由があるときは、当該特定非営利活動法人に対し、その業務若しくは財産の状況

に関し報告をさせ、又はその職員に、当該特定非営利活動法人の事務所その他の施設に立ち入り、その業務若

しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。  

２ 所轄庁は、前項の規定による検査をさせる場合においては、当該検査をする職員に、同項の相当の理由を記

載した書面を、当該特定非営利活動法人の役員その他の当該検査の対象となっている事務所その他の施設の管

理について権限を有する者（以下この項において「特定非営利活動法人の役員等」という。）に提示させなけ

ればならない。この場合において、当該特定非営利活動法人の役員等が当該書面の交付を要求したときは、こ

れを交付させなければならない。  

３ 第一項の規定による検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しなければな

らない。  

４ 第一項の規定による検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。  

 

（改善命令）  

第四十二条 所轄庁は、特定非営利活動法人が第十二条第一項第二号、第三号又は第四号に規定する要件を欠く

に至ったと認めるときその他法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、又はその運営が

著しく適正を欠くと認めるときは、当該特定非営利活動法人に対し、期限を定めて、その改善のために必要な

措置を採るべきことを命ずることができる。  

 

（設立の認証の取消し）  

第四十三条 所轄庁は、特定非営利活動法人が、前条の命令に違反した場合であって他の方法により監督の目的

を達することができないとき又は三年以上にわたって第二十九条第一項の規定による事業報告書等、役員名簿

等又は定款等の提出を行わないときは、当該特定非営利活動法人の設立の認証を取り消すことができる。  

２ 所轄庁は、特定非営利活動法人が法令に違反した場合において、前条の命令によってはその改善を期待する

ことができないことが明らかであり、かつ、他の方法により監督の目的を達することができないときは、同条

の命令を経ないでも、当該特定非営利活動法人の設立の認証を取り消すことができる。  

３ 前二項の規定による設立の認証の取消しに係る聴聞の期日における審理は、当該特定非営利活動法人から請

求があったときは、公開により行うよう努めなければならない。  

４ 所轄庁は、前項の規定による請求があった場合において、聴聞の期日における審理を公開により行わないと

きは、当該特定非営利活動法人に対し、当該公開により行わない理由を記載した書面を交付しなければならな

い。  
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（意見聴取）  

第四十三条の二 所轄庁は、特定非営利活動法人について第十二条第一項第三号に規定する要件を欠いている疑

い又はその役員について第二十条第五号に該当する疑いがあると認めるときは、その理由を付して、所轄庁が

内閣総理大臣である場合にあっては警察庁長官、都道府県知事である場合にあっては警視総監又は道府県警察

本部長（次条において「警察庁長官又は警察本部長」という。）の意見を聴くことができる。  

 

（所轄庁への意見）  

第四十三条の三 警察庁長官又は警察本部長は、特定非営利活動法人について第十二条第一項第三号に規定する

要件を欠いていると疑うに足りる相当な理由又はその役員について第二十条第五号に該当すると疑うに足りる

相当な理由があるため、所轄庁が当該特定非営利活動法人に対して適当な措置を採ることが必要であると認め

るときは、所轄庁に対し、その旨の意見を述べることができる。  

 

    第六節 雑則  

 

（情報の提供）  

第四十四条 内閣総理大臣は、第九条第二項の特定非営利活動法人の事務所が所在する都道府県の知事に対し、

第二十九条第二項の閲覧に係る書類の写し（この項の規定により既に送付したものを除く。）を送付しなけれ

ばならない。  

２ 第九条第二項の特定非営利活動法人は、内閣府令で定めるところにより、前項の書類の写しを内閣総理大臣

に提出しなければならない。  

３ 都道府県の知事は、条例で定めるところにより、第一項の規定により送付を受けた書類の写しを閲覧させる

ことができる。  

 

（情報通信技術利用法の適用）  

第四十四条の二 第十条第一項の規定による申請及び同条第二項（第二十五条第五項及び第三十四条第五項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による縦覧、第十二条第三項（第二十五条第五項及び第三十四条第五項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による通知、第十三条第二項（第三十九条第二項において準用する場合

を含む。）の規定による届出、第二十三条第一項の規定による届出（役員が新たに就任した場合（任期満了と

同時に再任された場合を除く。）に限る。）、第二十五条第三項の規定による申請、第二十九条第一項の規定

による提出及び同条第二項の規定による閲覧、第三十一条第二項の規定による申請、第三十四条第三項の規定

による申請並びに第四十三条第四項の規定による交付について行政手続等における情報通信の技術の利用に関

する法律 （平成十四年法律第百五十一号。次項において「情報通信技術利用法」という。）第十二条 の規定

を適用する場合においては、同条中「当該手続等について規定する法令（会計検査院規則、人事院規則、公正

取引委員会規則、国家公安委員会規則、公害等調整委員会規則、公安審査委員会規則、中央労働委員会規則及

び運輸安全委員会規則を除く。）を所管する内閣府又は各省の内閣府令又は省令」とあるのは、「内閣府令（特

定非営利活動促進法第九条第二項の特定非営利活動法人以外の特定非営利活動法人に係る場合にあっては、都

道府県の条例）」とする。  

２ 前条第三項の規定による閲覧について情報通信技術利用法第十二条の規定を適用する場合においては、同条

中「当該手続等について規定する法令（会計検査院規則、人事院規則、公正取引委員会規則、国家公安委員会

規則、公害等調整委員会規則、公安審査委員会規則、中央労働委員会規則及び運輸安全委員会規則を除く。）

を所管する内閣府又は各省の内閣府令又は省令」とあるのは、「都道府県の条例」とする。 

（民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律の適用）  

 

第四十四条の三 第十四条の規定による作成及び備置き、第二十八条第一項の規定による作成及び備置き並びに

同条第二項の規定による閲覧並びに第三十五条第一項の規定による作成及び備置きについて民間事業者等が行

う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律 （平成十六年法律第百四十九号）第九条の規定

を適用する場合においては、同条中「当該保存等について規定する法令（会計検査院規則、人事院規則、公正

取引委員会規則、国家公安委員会規則、公害等調整委員会規則、公安審査委員会規則、中央労働委員会規則及

び運輸安全委員会規則を除く。）を所管する内閣府又は各省の内閣府令又は省令」とあるのは、「内閣府令（特

定非営利活動促進法第九条第二項の特定非営利活動法人以外の特定非営利活動法人に係る場合にあっては、都

道府県の条例）」とする。 
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（実施規定） 

第四十五条 この章に定めるもののほか、この章の規定の実施のための手続その他その執行に関し必要な細則は、

内閣府令で定める。 

 

   第三章 税法上の特例 

 

第四十六条 特定非営利活動法人は、法人税法 （昭和四十年法律第三十四号）その他法人税に関する法令の規

定の適用については、同法第二条第六号に規定する公益法人等とみなす。この場合において、同法第三十七条

の規定を適用する場合には同条第四項中「公益法人等（」とあるのは「公益法人等（特定非営利活動促進法（平

成十年法律第七号）第二条第二項に規定する法人（以下「特定非営利活動法人」という。）並びに」と、同法

第六十六条の規定を適用する場合には同条第一項及び第二項中「普通法人」とあるのは「普通法人（特定非営

利活動法人を含む。）」と、同条第三項中「公益法人等（」とあるのは「公益法人等（特定非営利活動法人及

び」と、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第六十八条の六の規定を適用する場合には同条中「み

なされているもの」とあるのは「みなされているもの（特定非営利活動促進法第二条第二項に規定する法人に

ついては、小規模な法人として政令で定めるものに限る。）」とする。 

２ 特定非営利活動法人は、消費税法 （昭和六十三年法律第百八号）その他消費税に関する法令の規定の適用

については、同法別表第三に掲げる法人とみなす。 

３ 特定非営利活動法人は、地価税法 （平成三年法律第六十九号）その他地価税に関する法令の規定（同法第

三十三条の規定を除く。）の適用については、同法第二条第六号に規定する公益法人等とみなす。ただし、同

法第六条の規定による地価税の非課税に関する法令の規定の適用については、同法第二条第七号に規定する人

格のない社団等とみなす。 

 

第四十六条の二 特定非営利活動法人が、租税特別措置法の定めるところによりその運営組織及び事業活動が適

正であり、並びに公益の増進に資するものとして国税庁長官の認定を受けた場合において、個人又は法人が、

当該認定を受けた特定非営利活動法人に対し、その行う特定非営利活動に係る事業に関連する寄附又は贈与を

したときは、同法で定めるところにより、当該個人又は法人に対する所得税、法人税又は相続税の課税につい

て寄附金控除等の特例の適用があるものとする。 

 

   第四章 罰則  

 

第四十七条 第四十二条の規定による命令に違反した者は、五十万円以下の罰金に処する。  

 

第四十八条 特定非営利活動法人の代表者又は代理人、使用人その他の従業者が、その特定非営利活動法人の業

務に関して前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その特定非営利活動法人に対しても同条の刑

を科する。  

 

第四十九条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、特定非営利活動法人の理事、監事又は清算人は、

二十万円以下の過料に処する。  

一 第七条第一項の規定による政令に違反して、登記することを怠ったとき。  

二 第十四条の規定に違反して、財産目録を備え置かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは不

実の記載をしたとき。  

三 第二十三条第一項又は第二十五条第六項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。  

四 第二十八条第一項の規定に違反して、書類を備え置かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しく

は不実の記載をしたとき。  

五 第二十九条第一項の規定に違反して、書類の提出を怠ったとき。  

六 第三十一条の三第二項又は第三十一条の十二第一項の規定に違反して、破産手続開始の申立てをしなかっ

たとき。  

七 第三十一条の十第一項又は第三十一条の十二第一項の規定に違反して、公告をせず、又は不正の公告をし

たとき。  

八 第三十五条第一項の規定に違反して、書類の作成をせず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しく

は不実の記載をしたとき。  

九 第三十五条第二項又は第三十六条第二項の規定に違反したとき。 
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十 第四十一条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避したとき。  

 

第五十条 第四条の規定に違反した者は、十万円以下の過料に処する。  

 

   附 則 （抄）  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  

（検討） 

２ 特定非営利活動法人制度については、この法律の施行の日から起算して三年以内に検討を加え、その結果に

基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

（経過措置） 

３ この法律の施行の日から六月を経過する日までの間に行われた第十条第一項の認証の申請についての第十二

条第二項の規定の適用については、同項中「二月以内」とあるのは、「この法律の施行後十月以内」とする。

（略）  

   附 則 （平成一一年一二月八日法律第一五一号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。（略） 

   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。（略）  

   附 則 （平成一二年六月七日法律第一一一号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成一三年一二月五日法律第一三八号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成一四年七月三日法律第七九号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十四年八月一日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成一四年一二月六日法律第一三八号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十六年一月一日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成一四年一二月一三日法律第一五二号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）

の施行の日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成一四年一二月一八日法律第一七三号）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十五年五月一日から施行する。  

（経過措置） 

第二条 この法律による改正後の特定非営利活動促進法（以下「新法」という。）第五条第二項の規定は、この

法律の施行の日（以下「施行日」という。）以後に開始する事業年度から適用し、施行日前に開始した事業年

度については、なお従前の例による。  

２ この法律の施行の際新法第五条第一項に規定するその他の事業（この法律による改正前の特定非営利活動促

進法（以下「旧法」という。）第五条第一項に規定する収益事業を除く。）を行っている特定非営利活動法人

の当該その他の事業については、新法第十一条第一項（第十一号に係る部分に限る。）の規定は、施行日から

起算して一年を経過する日までの間は、適用しない。  

第三条 施行日前に旧法第十条第一項の認証の申請、旧法第二十五条第四項の認証の申請及び旧法第三十四条第

四項の認証の申請をした者のこれらの申請に係る申請書に添付すべき書類については、なお従前の例による。  

２ 施行日前に旧法第十条第一項の認証の申請、旧法第二十五条第四項の認証の申請及び旧法第三十四条第四項

の認証の申請をした者のこれらの申請に係る認証の基準については、なお従前の例による。  
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第四条 この法律の施行の際定款に事業年度の定めのない特定非営利活動法人（特定非営利活動法人の設立の認

証の申請に係る団体を含む。次項において同じ。）については、新法第十一条第一項（第十号に係る部分に限

る。）の規定は、施行日から起算して一年を経過する日までの間は、適用しない。  

２ この法律の施行の際事業年度を設けていない特定非営利活動法人についての当初の事業年度の開始の日の前

日までの期間に係る新法第二十七条第四号、第二十八条第一項及び第二十九条第一項並びに附則第二条第一項

の規定の適用については、新法第二十七条第四号中「毎事業年度」とあるのは「毎年」と、新法第二十八条第

一項中「毎事業年度」とあるのは「毎年」と、「前事業年度」とあるのは「前年」と、「翌々事業年度」とあ

るのは「その年の翌々年」と、新法第二十九条第一項中「毎事業年度」とあるのは「毎年」と、附則第二条第

一項中「この法律の施行の日（以下「施行日」という。）以後に開始する事業年度」とあるのは「平成十六年

一月一日（同日前に当初の事業年度が開始した場合にあっては、当該開始の日）」と、「施行日前に開始した

事業年度」とあるのは「平成十五年十二月三十一日（同日までに当初の事業年度が開始した場合にあっては、

当該開始の日の前日）までの期間」とする。  

   附 則 （平成一五年四月九日法律第二三号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成一六年六月二日法律第七六号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、破産法（平成十六年法律第七十五号。次条第八項並びに附則第三条第八項、第五条第八項、

第十六項及び第二十一項、第八条第三項並びに第十三条において「新破産法」という。）の施行の日から施行

する。 （略） 

   附 則 （平成一六年六月一八日法律第一二四号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、新不動産登記法の施行の日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成一六年一二月一日法律第一四七号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。（略） 

   附 則 （平成一六年一二月一日法律第一五〇号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十七年四月一日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成一六年一二月三日法律第一五四号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日（以下「施行日」と

いう。）から施行する。 （略） 

   附 則 （平成一七年七月二六日法律第八七号） （抄）  

 この法律は、会社法の施行の日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成一八年六月二日法律第五〇号） （抄）  

（施行期日） 

１ この法律は、一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成二〇年四月三〇日法律第二三号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成二〇年五月二日法律第二六号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十年十月一日から施行する。 （略） 

   附 則 （平成二〇年五月二日法律第二八号） （抄）  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 （略） 
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別表 （第二条関係）  

一 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

二 社会教育の推進を図る活動 

三 まちづくりの推進を図る活動 

四 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

五 環境の保全を図る活動 

六 災害救援活動 

七 地域安全活動 

八 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

九 国際協力の活動 

十 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

十一 子どもの健全育成を図る活動 

十二 情報化社会の発展を図る活動 

十三 科学技術の振興を図る活動 

十四 経済活動の活性化を図る活動 

十五 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

十六 消費者の保護を図る活動 

十七 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 
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公職選挙法 

（公職の定義） 

第三条 この法律において「公職」とは、衆議院議員、参議院議員並びに地方公共団体の議会の議員及び長の職をいう。 

 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

二 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うこ

とを助長するおそれがある団体をいう。 

 

刑法 

（傷害）  

第二百四条  人の身体を傷害した者は、十五年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

（現場助勢）  

第二百六条  前二条の犯罪が行われるに当たり、現場において勢いを助けた者は、自ら人を傷害しなくても、一年以下の懲役

又は十万円以下の罰金若しくは科料に処する。  

（暴行）  

第二百八条  暴行を加えた者が人を傷害するに至らなかったときは、二年以下の懲役若しくは三十万円以下の罰金又は拘留若

しくは科料に処する。  

（凶器準備集合及び結集）  

第二百八条の三  二人以上の者が他人の生命、身体又は財産に対し共同して害を加える目的で集合した場合において、凶器を

準備して又はその準備があることを知って集合した者は、二年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。  

２  前項の場合において、凶器を準備して又はその準備があることを知って人を集合させた者は、三年以下の懲役に処する。  

（脅迫）  

第二百二十二条  生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者は、二年以下の懲役又は三

十万円以下の罰金に処する。  

２  親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者も、前項と同様とする。  

（背任）  

第二百四十七条  他人のためにその事務を処理する者が、自己若しくは第三者の利益を図り又は本人に損害を加える目的で、

その任務に背く行為をし、本人に財産上の損害を加えたときは、五年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

 

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律 

（主務省令）  

第十二条  この法律における主務省令は、当該手続等について規定する法令（会計検査院規則、人事院規則、公正取引委員会

規則、国家公安委員会規則、公害等調整委員会規則、公安審査委員会規則、中央労働委員会規則及び運輸安全委員会規則を

除く。）を所管する内閣府又は各省の内閣府令又は省令とする。ただし、会計検査院、人事院、公正取引委員会、国家公安

委員会、公害等調整委員会、公安審査委員会、中央労働委員会又は運輸安全委員会の所管に係る手続等については、それぞ

れ会計検査院規則、人事院規則、公正取引委員会規則、国家公安委員会規則、公害等調整委員会規則、公安審査委員会規則、

中央労働委員会規則又は運輸安全委員会規則とする。 

 

民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律 

（主務省令）  

第九条  この法律における主務省令は、当該保存等について規定する法令（会計検査院規則、人事院規則、公正取引委員会規

則、国家公安委員会規則、公害等調整委員会規則、公安審査委員会規則、中央労働委員会規則及び運輸安全委員会規則を除

く。）を所管する内閣府又は各省の内閣府令又は省令とする。ただし、会計検査院、人事院、公正取引委員会、国家公安委

員会、公害等調整委員会、公安審査委員会、中央労働委員会又は運輸安全委員会の所管する法令の規定に基づく保存等につ

いては、それぞれ会計検査院規則、人事院規則、公正取引委員会規則、国家公安委員会規則、公害等調整委員会規則、公安

審査委員会規則、中央労働委員会規則又は運輸安全委員会規則とする。  

 

法人税法 

（定義）  

第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

六  公益法人等 別表第二に掲げる法人をいう。 

（寄附金の損金不算入）  

第三十七条  内国法人が各事業年度において支出した寄附金の額（次項の規定の適用を受ける寄附金の額を除く。）の合計額

のうち、その内国法人の当該事業年度終了の時の資本金等の額又は当該事業年度の所得の金額を基礎として政令で定めると

ころにより計算した金額を超える部分の金額は、当該内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。  

２  内国法人が各事業年度において当該内国法人との間に連結完全支配関係がある連結法人に対して支出した寄附金の額があ

るときは、その寄附金の額は、当該内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。  

３  第一項の場合において、同項に規定する寄附金の額のうちに次の各号に掲げる寄附金の額があるときは、当該各号に掲げ

る寄附金の額の合計額は、同項に規定する寄附金の額の合計額に算入しない。  

＜関係法令＞ 
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一  国又は地方公共団体（港湾法 （昭和二十五年法律第二百十八号）の規定による港務局を含む。）に対する寄附金（その

寄附をした者がその寄附によつて設けられた設備を専属的に利用することその他特別の利益がその寄附をした者に及ぶと認

められるものを除く。）の額  

二  公益社団法人、公益財団法人その他公益を目的とする事業を行う法人又は団体に対する寄附金（当該法人の設立のために

される寄附金その他の当該法人の設立前においてされる寄附金で政令で定めるものを含む。）のうち、次に掲げる要件を満

たすと認められるものとして政令で定めるところにより財務大臣が指定したものの額  

イ 広く一般に募集されること。 

ロ 教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に寄与するための支出で緊急を要するものに充 

てられることが確実であること。 

４  第一項の場合において、同項に規定する寄附金の額のうちに、公共法人、公益法人等その他特別の法律により設立された

法人のうち、教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与するものとして政令で定

めるものに対する当該法人の主たる目的である業務に関連する寄附金（前項各号に規定する寄附金に該当するものを除く。）

の額があるときは、当該寄附金の額の合計額（当該合計額が当該事業年度終了の時の資本金等の額又は当該事業年度の所得

の金額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額を超える場合には、当該計算した金額に相当する金額）は、第

一項に規定する寄附金の額の合計額に算入しない。ただし、内国法人である公益法人等が支出した寄附金の額については、

この限りでない。  

５  内国法人である公益法人等がその収益事業に属する資産のうちからその収益事業以外の事業のために支出した金額は、そ

の収益事業に係る寄附金の額とみなして、第一項の規定を適用する。  

６  内国法人が特定公益信託（公益信託ニ関スル法律 （大正十一年法律第六十二号）第一条 （公益信託）に規定する公益信

託で信託の終了の時における信託財産がその信託財産に係る信託の委託者に帰属しないこと及びその信託事務の実施につき

政令で定める要件を満たすものであることについて政令で定めるところにより証明がされたものをいう。）の信託財産とす

るために支出した金銭の額は、寄附金の額とみなして第一項、第四項、第九項及び第十項の規定を適用する。この場合にお

いて、第四項中「）の額」とあるのは、「）の額（第六項に規定する特定公益信託のうち、その目的が教育又は科学の振興、

文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与するものとして政令で定めるものの信託財産とするために支

出した金銭の額を含む。）」とするほか、この項の規定の適用を受けるための手続に関し必要な事項は、政令で定める。  

７  前各項に規定する寄附金の額は、寄附金、拠出金、見舞金その他いずれの名義をもつてするかを問わず、内国法人が金銭

その他の資産又は経済的な利益の贈与又は無償の供与（広告宣伝及び見本品の費用その他これらに類する費用並びに交際費、

接待費及び福利厚生費とされるべきものを除く。次項において同じ。）をした場合における当該金銭の額若しくは金銭以外

の資産のその贈与の時における価額又は当該経済的な利益のその供与の時における価額によるものとする。  

８  内国法人が資産の譲渡又は経済的な利益の供与をした場合において、その譲渡又は供与の対価の額が当該資産のその譲渡

の時における価額又は当該経済的な利益のその供与の時における価額に比して低いときは、当該対価の額と当該価額との差

額のうち実質的に贈与又は無償の供与をしたと認められる金額は、前項の寄附金の額に含まれるものとする。  

９  第三項及び第四項の規定は、確定申告書に第一項に規定する寄附金の額の合計額に算入されない第三項各号に掲げる金額

又は第四項に規定する寄附金の額の記載及び第三項各号又は第四項に規定する寄附金の明細書の添付があり、かつ、財務省

令で定める書類を保存している場合に限り、適用する。この場合において、第三項又は第四項の規定により第一項に規定す

る寄附金の額の合計額に算入されない金額は、当該金額として記載された金額を限度とする。  

１０  税務署長は、第三項又は第四項の規定により第一項に規定する寄附金の額の合計額に算入されないこととなる金額の全

部又は一部につき前項の記載若しくは明細書の添付がない確定申告書の提出があつた場合又は同項の書類の保存がない場合

においても、その記載若しくは明細書の添付又は書類の保存がなかつたことについてやむを得ない事情があると認めるとき

は、その記載若しくは明細書の添付又は書類の保存がなかつた金額につき第三項又は第四項の規定を適用することができる。  

１１  財務大臣は、第三項第二号の指定をしたときは、これを告示する。  

１２  第五項から前項までに定めるもののほか、第一項から第四項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。  

（各事業年度の所得に対する法人税の税率）  

第六十六条  内国法人である普通法人又は人格のない社団等に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の額は、各事業

年度の所得の金額に百分の三十の税率を乗じて計算した金額とする。  

２  前項の場合において、普通法人のうち各事業年度終了の時において資本金の額若しくは出資金の額が一億円以下であるも

の若しくは資本若しくは出資を有しないもの（保険業法 に規定する相互会社を除く。）又は人格のない社団等の各事業年度

の所得の金額のうち年八百万円以下の金額については、同項の規定にかかわらず、百分の二十二の税率による。  

３  内国法人である公益法人等又は協同組合等に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の額は、各事業年度の所得の

金額に百分の二十二の税率を乗じて計算した金額とする。  

４  事業年度が一年に満たない法人に対する第二項の規定の適用については、同項中「年八百万円」とあるのは、「八百万円

を十二で除し、これに当該事業年度の月数を乗じて計算した金額」とする。  

５  前項の月数は、暦に従つて計算し、一月に満たない端数を生じたときは、これを一月とする。  

６  第四条の七（受託法人等に関するこの法律の適用）に規定する受託法人については、第二項の規定は、適用しない。  

 

租税特別措置法 

（公益法人等の収支計算書の提出）  

第六十八条の六  法人税法第二条第六号 に規定する公益法人等（同法 以外の法律によつて同号 に規定する公益法人等とみ

なされているもので政令で定める法人及び小規模な法人として政令で定める法人を除く。）は、当該事業年度につき法人税

法第七十四条第一項 の規定による申告書を提出すべき場合を除き、財務省令で定めるところにより、当該事業年度の収支計

算書を、当該事業年度終了の日の翌日から四月以内（政令で定める法人にあつては、同日から政令で定める期間内）に、当
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該事業年度終了の日におけるその主たる事務所の所在地（外国法人にあつては、同法第十七条 各号に掲げる外国法人の区分

に応じ当該各号に定める場所）の所轄税務署長に提出しなければならない。  

 

消費税法 

（人格のない社団等に対するこの法律の適用）  

第三条  人格のない社団等は、法人とみなして、この法律（第十二条の二及び別表第三を除く。）の規定を適用する。  

（国、地方公共団体等に対する特例）  

第六十条  国若しくは地方公共団体が一般会計に係る業務として行う事業又は国若しくは地方公共団体が特別会計を設けて行

う事業については、当該一般会計又は特別会計ごとに一の法人が行う事業とみなして、この法律の規定を適用する。ただし、

国又は地方公共団体が特別会計を設けて行う事業のうち政令で定める特別会計を設けて行う事業については、一般会計に係

る業務として行う事業とみなす。  

２  国又は地方公共団体が行つた資産の譲渡等、課税仕入れ及び課税貨物の保税地域からの引取りは、政令で定めるところに

より、その資産の譲渡等の対価を収納すべき会計年度並びにその課税仕入れ及び課税貨物の保税地域からの引取りの費用の

支払をすべき会計年度の末日に行われたものとすることができる。  

３  別表第三に掲げる法人のうち国又は地方公共団体に準ずる法人として政令で定めるものの資産の譲渡等、課税仕入れ及び

課税貨物の保税地域からの引取りを行つた時期については、前項の規定に準じて、政令で定める。  

４  国若しくは地方公共団体（特別会計を設けて事業を行う場合に限る。）、別表第三に掲げる法人又は人格のない社団等（第

九条第一項本文の規定により消費税を納める義務が免除される者を除く。）が課税仕入れを行い、又は課税貨物を保税地域

から引き取る場合において、当該課税仕入れの日又は課税貨物の保税地域からの引取りの日（当該課税貨物につき特例申告

書を提出した場合には、当該特例申告書を提出した日又は特例申告に関する決定の通知を受けた日）の属する課税期間にお

いて資産の譲渡等の対価以外の収入（政令で定める収入を除く。以下この項において「特定収入」という。）があり、かつ、

当該特定収入の合計額が当該課税期間における資産の譲渡等の対価の額（第二十八条第一項に規定する対価の額をいう。）

の合計額に当該特定収入の合計額を加算した金額に比し僅少でない場合として政令で定める場合に該当するときは、第三十

七条の規定の適用を受ける場合を除き、当該課税期間の課税標準額に対する消費税額（第四十五条第一項第二号に掲げる課

税標準額に対する消費税額をいう。次項及び第六項において同じ。）から控除することができる課税仕入れ等の税額（第三

十条第二項に規定する課税仕入れ等の税額をいう。以下この項及び次項において同じ。）の合計額は、第三十条から第三十

六条までの規定にかかわらず、これらの規定により計算した場合における当該課税仕入れ等の税額の合計額から特定収入に

係る課税仕入れ等の税額として政令で定めるところにより計算した金額を控除した残額に相当する金額とする。この場合に

おいて、当該金額は、当該課税期間における第三十二条第一項第一号に規定する仕入れに係る消費税額とみなす。  

５  前項の場合において、同項に規定する課税仕入れ等の税額から同項に規定する政令で定めるところにより計算した金額を

控除して控除しきれない金額があるときは、当該控除しきれない金額を課税資産の譲渡等に係る消費税額とみなして同項の

課税期間の課税標準額に対する消費税額に加算する。  

６  第一項の規定により一の法人が行う事業とみなされる国又は地方公共団体の一般会計に係る業務として行う事業について

は、第三十条から第三十九条までの規定によりその課税期間の課税標準額に対する消費税額から控除することができる消費

税額の合計額は、これらの規定にかかわらず、当該課税標準額に対する消費税額と同額とみなす。  

７  国又は地方公共団体が一般会計に係る業務として事業を行う場合には、第九条、第四十二条、第四十五条、第五十七条及

び第五十八条の規定は、適用しない。  

８  前各項に定めるもののほか、国若しくは地方公共団体（特別会計を設けて行う事業に限る。）又は別表第三に掲げる法人

のうち政令で定めるものの第四十二条第一項、第四項若しくは第六項又は第四十五条第一項の規定による申告書の提出期限

の特例、その他国若しくは地方公共団体、別表第三に掲げる法人又は人格のない社団等に対するこの法律の適用に関し必要

な事項は、政令で定める。  

 

地価税法 

（定義）  

第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

六  公益法人等 法人税法 別表第二（公益法人等の表）に掲げる法人をいう。 

七  人格のない社団等 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものをいう。 

（非課税）  

第六条  国及び公共法人が有する土地等については、国及び当該公共法人には、地価税を課さない。  

２  公益法人等が有する土地等については、当該公益法人等には、地価税を課さない。ただし、次に掲げる土地等については、

この限りでない。  

一  当該公益法人等の定款又は寄附行為（規則その他これらに準ずるものを含む。）に定められた目的を達成するための業務

の用（次号において「業務目的の用」という。）以外の用に供されている土地等  

二  いずれの者の業務の用にも供されていない土地等（以下この号において「未利用地」という。）で、当該公益法人等によ

るその取得の日又は当該公益法人等の業務の用に供されなくなった日（以下この号においてこれらの日を「特定日」という。）

以後課税時期まで少なくとも一年以上引き続き未利用地であるもの（イ又はロに掲げる場合の区分に応じそれぞれイ又はロ

に定める未利用地を除く。）  

イ 当該公益法人等が、当該未利用地を当該課税時期から当該課税時期以後三年（政令で定める規模以上の面積の土地を必 

 要とする業務目的の用に供する未利用地にあっては、五年）を経過する日までの期間（以下この号において「供用計画期 

 間」という。）内にその業務目的の用に供することが確実であると認められることにつき当該公益法人等に係る主務官庁 

 （民法第八十四条の二 （都道府県の執行機関による主務官庁の事務の処理）その他の法令の規定により当該主務官庁の権 
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 限に属する事務を行うこととされた都道府県の知事その他の執行機関を含む。以下この号において同じ。）の確認を受け 

 て、財務省令で定めるところにより当該主務官庁が確認したことを証する書類を納税地を所轄する税務署長に届け出た場 

 合（特定日以後既に当該未利用地につきこの号の規定による届出をした場合を除く。）当該公益法人等が当該供用計画期 

 間内に含まれる課税時期において有する当該未利用地 

ロ イの届出に係る供用計画期間の末日前一年以内に災害その他当該公益法人等の責に帰することができない事由が生じた 

 場合において、当該公益法人等が、当該未利用地を業務目的の用に供することができないこととなったことにつき当該公 

 益法人等に係る主務官庁の確認を受け、財務省令で定めるところにより当該主務官庁が確認したことを証する書類を納税 

 地を所轄する税務署長に届け出たとき。当該公益法人等が同日の翌日から同日以後一年を経過する日までの期間内に含ま 

 れる課税時期において有する当該未利用地 

３  次の各号のいずれかに該当する土地等については、地価税を課さない。  

一  国、公共法人又は公益法人等（以下この項において「国等」という。）により借地権等が設定されている土地等その他国

等に貸し付けられている土地等（民法第二百六十九条の二第一項 （地下又は空間を目的とする地上権）の地上権その他これ

に準ずる権利が設定されているもの、貸付けの期間が短期であるものその他の政令で定めるものを除く。）  

二  専ら国等に貸し付けられている建物その他の工作物（第五項及び第十七条において「建物等」という。）で政令で定める

ものの用に供されている土地等  

４  人格のない社団等が有する土地等でその行う事業（法人税法第二条第十三号 （定義）に規定する収益事業（以下この項

において「収益事業」という。）を除く。）の用に供されているもの（当該土地等が当該人格のない社団等の収益事業の用

にも供されているときは、当該土地等のうち当該収益事業の用に供されている部分として政令で定める部分を除く。）につ

いては、当該人格のない社団等には、地価税を課さない。  

５  別表第一に掲げる土地等に該当するもの（当該土地等が同表第五号、第六号、第八号から第十九号まで及び第二十一号か

ら第二十四号までの規定に規定する施設、設備又は工作物（以下この項において「施設等」という。）の用以外の用にも供

されているときは当該土地等のうち当該施設等の用以外の用に供されている部分として政令で定める部分を除くものとし、

当該施設等として使用されている建物等が貸し付けられているものであるときは専ら当該施設等として使用されている建物

等で政令で定めるものの用に供されている土地等に限る。）については、地価税を課さない。  

６  課税時期における一平方メートル当たりの更地の価額として政令で定めるところにより計算した金額が三万円以下である

土地等については、地価税を課さない。  

７  第二項から前項までに定めるもののほか、第二項第二号に規定する未利用地に該当するかどうかの判定の細目その他同項

から前項までの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。  

８  第二項第二号の規定により都道府県が処理することとされている確認に関する事務は、地方自治法 （昭和二十二年法律

第六十七号）第二条第九項第一号 （法定受託事務）に規定する第一号 法定受託事務とする。  

（帳簿の備付け等）  

第三十三条  第二十五条第一項の規定による申告書を提出しなければならない者（第十七条の規定を適用しないで計算した課

税価格に相当する金額が基礎控除の額に相当する金額を超えることとなる者を含む。）及び公益法人等で政令で定めるもの

は、帳簿を備え付けてこれにその年の課税時期において有する土地等の地目、面積、所在地その他財務省令で定める事項を

記録し、かつ、当該帳簿（その年において当該土地等の異動及び評価に関して作成し、又は受領した書類を含む。）を保存

しなければならない。 

 

民法 

（法人の成立等）  

第三十三条  法人は、この法律その他の法律の規定によらなければ、成立しない。  

２  学術、技芸、慈善、祭祀、宗教その他の公益を目的とする法人、営利事業を営むことを目的とする法人その他の法人の設

立、組織、運営及び管理については、この法律その他の法律の定めるところによる。  

（法人の能力）  

第三十四条  法人は、法令の規定に従い、定款その他の基本約款で定められた目的の範囲内において、権利を有し、義務を負

う。  

（登記）  

第三十六条  法人及び外国法人は、この法律その他の法令の定めるところにより、登記をするものとする。 
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大阪府特定非営利活動促進法施行条例 

 

平成十年十月三十日 

大阪府条例第四十三号 

 

(趣旨) 

第一条  この条例は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号。以下「法」という。）第十条第一項（法

第三十四条第五項において準用する場合を含む。）、第十四条の七第三項、第二十八条第一項、第二十九条第

一項及び第二項並びに第四十四条第三項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請の手続、電

磁的方法による表決、事業報告書の作成、事業報告書等の提出及び閲覧並びに合併の認証の申請の手続に関し

必要な事項を定め、併せて法の施行に関し必要なその他の事項を定めるものとする。 

 

(定義) 

第二条 この条例の用語の意義は、法及び民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関

する法律(平成十六年法律第百四十九号。以下「電子文書法」という。)の定めるところによる。 

 

(設立の認証の申請) 

第三条 法第十条第一項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 申請者の氏名及び住所又は居所(法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地) 

二 設立の認証を受けようとする特定非営利活動法人に係る次に掲げる事項 

イ 名称 

ロ 代表者の氏名 

ハ 主たる事務所の所在地 

ニ 定款に記載された目的 

三 前二号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

2 法第十条第一項第二号ハに規定する住所又は居所を証する書面は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

各号に定める書面とする。 

一 住民基本台帳法(昭和四十二年法律第八十一号)の適用を受ける者である場合 同法第十二条第一項に規定

する住民票の写し又は住民票記載事項証明書 

二 外国人登録法(昭和二十七年法律第百二十五号)の適用を受ける者である場合 同法第四条第一項に規定す

る外国人登録原票の記載内容を証明する市町村(特別区の存する区域及び地方自治法(昭和二十二年法律第六

十七号)第二百五十二条の十九第一項の指定都市にあっては区)の長が発給する文書 

三 前二号のいずれにも該当しない場合 当該役員の住所又は居所を証する権限のある官公署が発給する文書 

3 前項第三号に定める書面が外国語で作成されているときは、当該書面には、翻訳者を明らかにした日本語の訳

文を添付しなければならない。 

4 第二項各号に定める書面は、法第十条第一項の申請書の提出の日前六月以内に作成されたものでなければなら

ない。 

 

（法第十四条の七第三項の条例で定める情報通信の技術を利用する方法） 

第四条 法第十四条の七第三項の条例で定める情報通信の技術を利用する方法は、次の各号のいずれかに該当す

る方法とする。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のうち次のいずれかに掲げるもの 

  イ 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送

信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

  ロ 送信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された情報の内容を電気通信回線を通じて

情報の提供を受ける者の閲覧に供し、当該情報の提供を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに当該情報を記録する方法 

二 磁気ディスクその他これに準じて一定の情報を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファ

イルに情報を記録したものを交付する方法 

2 前項各号に掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することにより書面を作成することができるもの

でなければならない。 
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(事業報告書の作成) 

第五条 法第二十八条第一項に規定する事業報告書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 事業の実施状況 

二 社員総会及び理事会その他の役員会の開催状況 

三 前二号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

 

(事業報告書等の提出) 

第六条 法第二十九条第一項の規定による事業報告書等、役員名簿等及び定款等の提出は、毎事業年度の開始後

三月以内に行わなければならない。 

2 法第二十九条第二項の規定による閲覧の用に供するため、設立又は合併の認証を受けた特定非営利活動法人は、

法第十条第一項第一号（法第三十四条第五項において準用する場合を含む。）に掲げる定款、法第十三条第二

項（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の登記事項証明書の写し

及び法第十四条の財産目録又は法第三十五条第一項の財産目録を、法第十三条第二項の規定により届出書を提

出する際、併せて知事に提出しなければならない。 

 

(事業報告書等の閲覧) 

第七条 法第二十九条第二項に規定する閲覧の請求をしようとするものは、次に掲げる事項を記載した請求書を

知事に提出しなければならない。 

一 請求者の氏名及び住所(法人その他の団体にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地) 

二 請求に係る書類の内容 

三 前二号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

2 前項に規定するもののほか、同項の閲覧の手続等については、規則で定める。 

3 前二項の規定は、法第四十四条第三項の規定による閲覧について準用する。 

 

(合併の認証の申請) 

第八条 法第三十四条第四項の申請書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 合併の認証を受けようとする各特定非営利活動法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

二 合併後存続し、又は合併により設立する特定非営利活動法人に係る次に掲げる事項 

イ 名称 

ロ 代表者の氏名 

ハ 主たる事務所の所在地 

ニ 定款に記載された目的 

三 前二号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

2 第三条第二項から第四項までの規定は、法第三十四条第五項において準用する法第十条第一項第二号ハに規定

する住所又は居所を証する書面について準用する。この場合において、第三条第四項中「法第十条第一項」と

あるのは、「法第三十四条第五項において準用する法第十条第一項」と読み替えるものとする。 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第九条 法第四十四条の二第一項に規定する申請、届出及び提出について行政手続等における情報通信の技術

の利用に関する法律（平成十四年法律第百五十一号。以下「情報通信技術利用法」という。）第三条第一項

の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用して行わせる場合における当該申請、届出及び提出は、

規則で定めるところによらなければならない。 

2 法第四十四条の二第一項に規定する通知及び交付について情報通信技術利用法第四条第一項の規定により

同項に規定する電子情報処理組織を使用して行う場合における当該通知及び交付は、規則で定めるところに

よらなければならない。 

3 法第四十四条の二に規定する縦覧及び閲覧について情報通信技術利用法第五条第一項の規定により情報通

信技術利用法第二条第三号に規定する書面等の同条第八号に規定する縦覧等に代えて当該書面等に係る電磁

的記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類の当該縦覧等を行う場合における当該縦覧及び閲

覧は、規則で定めるところによらなければならない。 

 

(電子文書法第三条第一項の主務省令で定める保存) 
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第十条 電子文書法第三条第一項の主務省令で定める保存は、法第十四条、法第二十八条第一項及び法第三十五

条第一項の規定による書面の備置きとする。 

 

(電磁的記録による保存) 

第十一条 特定非営利活動法人は、電子文書法第三条第一項の規定により、前条に規定する書面の備置きに代え

て当該書面に係る電磁的記録の備置きを行う場合は、規則で定める方法によらなければならない。 

 

(電子文書法第四条第一項の主務省令で定める作成) 

第十二条 電子文書法第四条第一項の主務省令で定める作成は、法第十四条、法第二十八条第一項及び法第三十

五条第一項の規定による書面の作成とする。 

 

(電磁的記録による作成) 

第十三条 特定非営利活動法人は、電子文書法第四条第一項の規定により、前条に規定する書面の作成に代えて

当該書面に係る電磁的記録の作成を行う場合は、規則で定める方法によらなければならない。 

 

(電子文書法第五条第一項の主務省令で定める縦覧等) 

第十四条 電子文書法第五条第一項の主務省令で定める縦覧等は、法第二十八条第二項の規定による書面の閲覧

とする。 

 

(電磁的記録による縦覧等) 

第十五条 特定非営利活動法人は、電子文書法第五条第一項の規定により、前条に規定する書面の閲覧に代えて

当該書面に係る電磁的記録に記録されている事項の閲覧を行う場合は、規則で定める方法によらなければなら

ない。 

 

(事務処理の特例) 

第十六条 法及びこの条例に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって大阪市、堺市、岸和田市、池田市、泉

大津市、茨木市、富田林市、寝屋川市、河内長野市、松原市、箕面市、羽曳野市、摂津市、大阪狭山市、阪南

市、豊能町、能勢町、忠岡町、熊取町、岬町、太子町及び河南町の区域内のみに事務所を設置する特定非営利

活動法人に係るものは、当該市又は町が処理することとする。 

一 法第十条第一項の認証に関する事務 

二 法第十条第二項（法第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。以下この号に

おいて同じ。）の規定による公告及び法第十条第二項の縦覧に関する事務 

三 法第十二条第三項（法第二十五条第五項及び第三十四条第五項において準用する場合を含む。）の規定に

よる通知に関する事務 

四 法第十三条第二項（法第三十九条第二項において準用する場合を含む。）の規定による届出書の提出の受

理に関する事務 

五 法第十七条の三の規定による仮理事の選任に関する事務 

六 法第十七条の四の規定による特別代理人の選任に関する事務 

七 法第十八条第三号の規定による報告の受理に関する事務 

八 法第二十三条第一項の規定による届出の受理に関する事務 

九 法第二十五条第三項の認証に関する事務 

十 法第二十五条第六項の規定による届出の受理に関する事務 

十一 法第二十九条第一項の規定による事業報告書等、役員名簿等及び定款等の提出の受理に関する事務 

十二 法第二十九条第二項の規定による閲覧に関する事務 

十三 法第三十一条第二項の認定に関する事務 

十四 法第三十一条第四項の規定による届出の受理に関する事務 

十五 法第三十一条の八の規定による届出の受理に関する事務 

十六 法第三十二条第二項の認証に関する事務 

十七 法第三十二条の二第三項の意見の陳述及び同項の調査に関する事務 

十八 法第三十二条の二第四項の規定による意見の申述に関する事務 

十九 法第三十二条の三の規定による届出の受理に関する事務 

二十 法第三十四条第三項の認証に関する事務 
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二十一 法第四十一条第一項の報告の徴収及び同項の規定による立入検査に関する事務 

二十二 法第四十二条の規定による命令に関する事務 

二十三 法第四十三条第一項の規定による認証の取消しに関する事務 

二十四 法第四十三条第二項の規定による認証の取消しに関する事務 

二十五 法第四十三条第四項の規定による書面の交付に関する事務 

二十六 法第四十三条の二（法第十二条の二において準用する場合を含む。）の規定による意見の聴取に関す

る事務 

二十七 法第四十三条の三（法第十二条の二において準用する場合を含む。）の規定による意見の申述の受理

に関する事務 

 

(規則への委任) 

第十七条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成十年十二月一日から施行する。 

附 則（平成一五年条例第一五号） 

(施行期日) 

1 この条例は、平成十五年五月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の際事業年度を設けていない特定非営利活動法人(特定非営利活動法人の設立の認証の申請に

係る団体を含む。)についての当初の事業年度の開始の日の前日までの期間に係る改正後の大阪府特定非営利

活動促進法施行条例第五条の規定の適用については、同条中「法第二十九条第一項」とあるのは「特定非営利

活動促進法の一部を改正する法律(平成十四年法律第百七十三号)附則第四条第二項の規定により読み替えて適

用される法第二十九条第一項」と、「毎事業年度の開始後三月以内に」とあるのは「毎年三月三十一日までに

(事業年度を設けている場合は、毎事業年度の開始後三月以内に)」とする。 

附 則（平成一七年条例第二八号） 

(施行期日) 

1 この条例は、平成十七年四月一日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成一九年条例第二五号） 

 この条例は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則（平成二〇年条例第六五号）抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成二十年十二月一日から施行する。 

   附 則（平成二〇年条例第六八号） 

この条例は、平成二十年十二月一日から施行する。ただし、第十七条の前に一条を加える改正規定は、平成二

十一年一月一日から施行する。 

附 則（平成二十二年条例第十三号） 

この条例中第一条の規定は平成二十二年九月一日から、第二条の規定は同年十月一日から施行する。 

附 則（平成二十二年条例第七十号） 

この条例中第一条の規定は公布の日から、第二条の規定は平成二十三年一月一日から施行する。 

附 則（平成二十三年条例第二十三号） 

この条例中第一条の規定は平成二十三年四月一日から、第二条の規定は同年九月一日から、第三条の規定は同

年十月一日から施行する。 

   附 則（平成二十三年条例第九十六号） 

この条例は、平成二十四年一月一日から施行する。 
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大阪府認定特定非営利活動法人の認定等に係る書類の提出に関する事務に係る事務処理の特例に関する条例 

 

平成二十年十月二十四日 

大阪府条例第六十六号 

 

（趣旨） 

第一条 この条例は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十七の二第一項の規定に基

づき、知事の権限に属する事務のうち、租税特別措置法施行令（昭和三十二年政令第四十三号。以下「令」と

いう。）第三十九条の二十三の規定に基づく事務を市町村が処理することに関し必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（市町村が処理する事務の範囲等） 

第二条 令に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二

条第二項に規定する特定非営利活動法人で大阪市、堺市、岸和田市、池田市、泉大津市、茨木市、富田林市、

寝屋川市、河内長野市、松原市、箕面市、羽曳野市、摂津市、大阪狭山市、阪南市、豊能町、能勢町、忠岡町、

熊取町、岬町、太子町及び河南町の区域内のみに事務所を設置するものに係るものは、当該市又は町が処理す

ることとする。 

 一 令第三十九条の二十三第八項の規定による国税庁長官に対する書類の提出に関する事務 

 二 令第三十九条の二十三第十三項の規定による国税庁長官に対する定期提出書類の提出に関する事務 

 

   附 則 

この条例は、平成二十一年一月一日から施行する。 

附 則（平成二十二年条例第十四号） 

この条例中第一条の規定は平成二十二年九月一日から、第二条の規定は同年十月一日から施行する。 

附 則（平成二十二年条例第七十一号） 

この条例中第一条の規定は公布の日から、第二条の規定は平成二十三年一月一日から施行する。 

附 則（平成二十三年条例第二十四号） 

この条例中第一条の規定は平成二十三年四月一日から、第二条の規定は同年九月一日から、第三条の規定は同

年十月一日から施行する。 

  附 則（平成二十三年条例第九十七号） 

この条例は、平成二十四年一月一日から施行する。 
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羽曳野市特定非営利活動促進法施行細則 

 

平成  年  月  日  

羽曳野市規則第   号  

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大阪府特定非営利活動促進法施行条例（平成 10年大阪府条例第 43号。以下「府条例」と

いう。）に定めるもののほか、特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号。以下「法」という。）の施行に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（設立の認証の申請） 

第２条 法第 10条第１項の申請書は、特定非営利活動法人設立認証申請書（様式第１号）とする。 

２ 府条例第３条第１項第３号の規則で定める事項は、設立の認証を受けようとする特定非営利活動法人が法第

11条第１項第４号のその他の事務所を設置する場合にあっては、その事務所の所在地とする。 

 

（登記の完了の届出） 

第３条 法第 13条第２項（法第 39条第２項において準用する場合を含む。）の届出書は、特定非営利活動法人

設立・合併登記完了届出書（様式第２号）とする。 

 

（役員の変更等の届出） 

第４条 法第 23条第１項の規定による届出は、特定非営利活動法人役員変更等届出書（様式第３号）を提出する

ことにより行わなければならない。 

 

（定款の変更の認証の申請） 

第５条 法第 25条第４項の申請書は、特定非営利活動法人定款変更認証申請書（様式第４号）とする。 

 

（軽微な事項に係る定款の変更の届出） 

第６条 法第 25条第６項の規定による届出は、特定非営利活動法人定款変更届出書（様式第５号）を提出するこ

とにより行わなければならない。 

 

（事業報告書の作成） 

第７条 府条例第５条第３号の規則で定める事項は、法第５条第１項に規定するその他の事業を行う場合にあっ

ては、当該事業の実施状況とする。 

 

（事業報告書等の閲覧等） 

第８条 府条例第７条第１項の請求書は、閲覧請求書（様式第６号）とする。 

２ 法第 29条第２項の規定による閲覧は、市民人権部市民協働ふれあい課事務室で、執務時間中に行わなければ

ならない。 

３ 前項の閲覧をするものは、当該閲覧に係る書類を丁寧に取り扱うこととし、それを改ざんし、汚損し、又は

破損してはならない。 

４ 市長は、前項の規定に違反するものに対し、第２項の閲覧を中止させ、又は禁止することがある。 

 

（解散の認定の申請） 

第９条 法第 31条第２項の認定を受けようとする特定非営利活動法人は、同条第３項の書面を添付した特定非営

利活動法人解散認定申請書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

 

（解散の届出） 

第１０条 法第 31条第４項の規定による届出は、解散及び清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書を添

付した特定非営利活動法人解散届出書（様式第８号）を提出することにより行わなければならない。 

 

（残余財産の譲渡の認証の申請） 

第１１条 法第 32条第２項の認証を得ようとする清算人は、特定非営利活動法人残余財産譲渡認証申請書（様式

第９号）を市長に提出しなければならない。 

 

（合併の認証の申請） 

第１２条 法第 34条第４項の申請書は、特定非営利活動法人合併認証申請書（様式第 10号）とする。 

２ 府条例第８条第１項第３号の規則で定める事項は、合併後存続し、又は合併により設立する特定非営利活動

法人が法第 11条第１項第４号のその他の事務所を設置する場合にあっては、その事務所の所在地とする。 

 



資- 27 

（清算人の就職の届出） 

第１３条 法第 31条の８の規定による届出は、当該届出に係る清算人の登記をしたことを証する登記事項証明書

を添付した特定非営利活動法人清算人就職届出書（様式第11号）を提出することにより行わなければならない。 

 

（清算結了の届出） 

第１４条 法第 32条の３の規定による届出は、当該届出に係る特定非営利活動法人の清算結了の登記をしたこと

を証する登記事項証明書を添付した特定非営利活動法人清算結了届出書（様式第 12号）を提出することにより

行わなければならない。 

 

（身分証明書） 

第１５条 法第 41条第３項の証明書は、身分証明書（様式第 13号）とする。 

 

（電磁的記録による備置きの方法） 

第１６条 府条例第 11条の規則で定める方法は、次の各号のいずれかの方法とする。 

(１) 作成された電磁的記録を特定非営利活動法人の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気デ

ィスク、シー・ディー・ロムその他これらに準じて一定の事項を確実に記録しておくことができる物（以

下「磁気ディスク等」という。）をもって調製するファイルにより備え置く方法 

(２) 書面に記載されている事項をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を含む。）により読み取って作成さ

れた電磁的記録を特定非営利活動法人の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等

をもって調製するファイルにより備え置く方法 

２ 前項に規定する方法による府条例第 11条に規定する電磁的記録の備置きを行うに当たっては、必要に応じ当

該電磁的記録に記録された事項を、直ちに整然とした形式及び明瞭な状態で特定非営利活動法人の使用に係る

電子計算機その他の機器に表示し、又は書面に出力することができるようにしなければならない。 

 

（電磁的記録による作成の方法） 

第１７条 府条例第 13条の規則で定める方法は、特定非営利活動法人の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに記録する方法又は磁気ディスク等をもって調製する方法とする。 

 

（電磁的記録による閲覧の方法） 

第１８条 府条例第 15条の規則で定める方法は、同条に規定する事項を特定非営利活動法人の事務所に備え置く

電子計算機の映像面に表示する方法又は当該事項を記載した書類による方法とする。 

 

（書類の提出部数等） 

第１９条 法第 10条第１項第１号、第２号イ、第５号、第７号及び第８号に掲げる書類、法第 25条第４項の添

付書類（社員総会の議事録の謄本を除く。）並びに法第 29条第１項に規定する書類の提出部数は、正本１部及

び副本１部とする。 

２ 法、府条例及びこの規則に規定する書類（第 15条の身分証明書を除く。）の用紙の大きさは、日本工業規格

に定めるＡ列４番としなければならない。ただし、官公署が発給した文書については、この限りでない。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成 24年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に大阪府特定非営利活動促進法施行細則（平成 10年大阪府規則第 91号）の様式によ

り提出されている申請書は、この規則の相当する様式により提出された申請書とみなす。 
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組合等登記令（昭和三十九年三月二十三日政令第二十九号） 

 

最終改正：平成十九年十二月七日政令第三五七号 

 

（適用範囲）  

第一条  別表の名称の欄に掲げる法人（以下「組合等」という。）の登記については、他の法令に別段の定め

がある場合を除くほか、この政令の定めるところによる。  

 

（設立の登記）  

第二条  組合等の設立の登記は、その主たる事務所の所在地において、設立の認可、出資の払込みその他設立

に必要な手続が終了した日から二週間以内にしなければならない。  

２  前項の登記においては、次に掲げる事項を登記しなければならない。  

一  目的及び業務  

二  名称  

三  事務所の所在場所  

四  代表権を有する者の氏名、住所及び資格  

五  存続期間又は解散の事由を定めたときは、その期間又は事由  

六  別表の登記事項の欄に掲げる事項  

 

（変更の登記）  

第三条  組合等において前条第二項各号に掲げる事項に変更が生じたときは、二週間以内に、その主たる事務

所の所在地において、変更の登記をしなければならない。  

２  前項の規定にかかわらず、出資若しくは払い込んだ出資の総額又は出資の総口数の変更の登記は、毎事業

年度末日現在により、当該末日から四週間以内にすれば足りる。  

３  第一項の規定にかかわらず、資産の総額の変更の登記は、毎事業年度末日現在により、当該末日から二月

以内にすれば足りる。  

 

（従たる事務所の所在地における登記）  

第十一条  次の各号に掲げる場合（当該各号に規定する従たる事務所が主たる事務所の所在地を管轄する登記

所の管轄区域内にある場合を除く。）には、当該各号に定める期間内に、当該従たる事務所の所在地において、

従たる事務所の所在地における登記をしなければならない。  

一  組合等の設立に際して従たる事務所を設けた場合（次号に掲げる場合を除く。） 主たる事務所の所在

地における設立の登記をした日から二週間以内  

二  合併により設立する組合等が合併に際して従たる事務所を設けた場合 合併の認可その他合併に必要な

手続が終了した日から三週間以内  

三  組合等の成立後に従たる事務所を設けた場合 従たる事務所を設けた日から三週間以内  

２  従たる事務所の所在地における登記においては、次に掲げる事項を登記しなければならない。ただし、従

たる事務所の所在地を管轄する登記所の管轄区域内に新たに従たる事務所を設けたときは、第三号に掲げる事

項を登記すれば足りる。  

一  名称  

二  主たる事務所の所在場所  

三  従たる事務所（その所在地を管轄する登記所の管轄区域内にあるものに限る。）の所在場所  

３  前項各号に掲げる事項に変更が生じたときは、三週間以内に、当該従たる事務所の所在地において、変更

の登記をしなければならない。  

 

（設立の登記の申請）  

第十六条  設立の登記は、組合等を代表すべき者の申請によつてする。  

２  設立の登記の申請書には、定款又は寄附行為及び組合等を代表すべき者の資格を証する書面を添付しなけ

ればならない。  

３  第二条第二項第六号に掲げる事項を登記すべき組合等の設立の登記の申請書には、その事項を証する書面

を添付しなければならない。  
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（変更の登記の申請）  

第十七条  第二条第二項各号に掲げる事項の変更の登記の申請書には、その事項の変更を証する書面を添付し

なければならない。ただし、代表権を有する者の氏、名又は住所の変更の登記については、この限りでない。  

 

 

 

別表 （第一条、第二条、第六条、第十七条、第二十条関係） 

名称 根拠法 登記事項 

特定非営利活動法人 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号） 資産の総額 

 

 

 

＜参考＞組合等登記令第二十五条において準用する商業登記法第十九条 

第十九条  官庁の許可を要する事項の登記を申請するには、申請書に官庁の許可書又はその認証がある謄本を

添附しなければならない。 
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ＮＰＯ法所轄庁 問い合わせ先 

平成 24（2012）年 1月現在 

■１つの大阪府内の市町村にのみに事務所がある場合 

所轄庁 担当課名 電話番号 

大阪市 市民局市民部区政課市民活動グループ 06-6208-9864（直通） 
堺市 市民人権局市民生活部市民協働課 072-228-7405（直通） 
岸和田市 市民生活部自治振興課協働推進担当 072-423-9740（直通） 
池田市 総合政策部地域分権・協働課 072-754-6641（直通） 
泉大津市 市民産業部労働政策課 0725-23-8689（直通） 
茨木市 市民生活部市民活動推進課 072-620-1604（直通） 
富田林市 市民人権部市民協働課 0721-25-1000（内線 473） 

寝屋川市 人・ふれあい部市民活動振興室 072-824-1181（内線 2279.） 
河内長野市 市民協働室 0721-53-1111（内線 327・329） 
松原市 総務部人権文化室 072-334-1550（内線 2538） 
箕面市 人権文化部文化・市民活動促進課 072-724-6179（直通） 
羽曳野市 市民人権部市民協働ふれあい課 072-958-1111（内線 1050） 
摂津市 生活環境部市民活動支援課 06-4860-9300（直通） 

大阪狭山市 政策調整室市民協働・生涯学習推進グループ 072-366-0011（内線 241） 
阪南市 総務部市民協働まちづくり振興課 072-471-5678（内線 2318） 
豊能町 生活福祉部住民人権課 072-739-3402（直通） 
能勢町 総務部総合企画課企画係 072-734-3036（直通） 
忠岡町 町長公室政策推進課 0725-22-1122（内線 196） 
熊取町 住民部にぎわい創造課協働推進グループ 072-452-6084（直通） 
岬町 総務企画部企画政策課企画調整係 072-492-2775（直通） 
太子町 総務部総務室総務政策グループ 0721-98-0300（内線 301） 
河南町 総合政策部秘書企画課 0721-93-2500（内線 210・211） 

 
■上記以外の大阪府内市町村に事務所がある場合の事務担当課及び連絡先 

所轄庁 担当課名 電話番号 

大阪府 民文化部男女参画・府民協働課NPOグループ 06-6210-9320（直通） 
   

■大阪府内の複数の市町村に事務所を置く場合の事務担当課及び連絡先 

所轄庁 担当課名 電話番号 

大阪府 民文化部男女参画・府民協働課NPOグループ 06-6210-9320（直通） 
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■１つの都道府県内のみに事務所がある場合 

所轄庁 担当課名 電話番号 所轄庁 担当課名 電話番号 

北海道 道民活動文化振興課 011-231-4111(代) 三重県 男女共同参画・ＮＰＯ室 059-222-5981 

青森県 県民生活文化課 017-734-9206 滋賀県 県民活動課 077-528-4633 

岩手県 ＮＰＯ・文化国際課 019-629-5198 京都府 府民力推進課 075-414-4210 

宮城県 共同参画社会推進課 022-211-2576 兵庫県 地域協働課 078-362-9102 

秋田県 地域活力創造課 018-860-1245 奈良県 協働推進課 0742-27-8715 

山形県 生活文化課 023-630-2284 和歌山県 ＮＰＯ・県民活動推進室 073-441-2369 

福島県 文化振興課 024-521-7179 鳥取県 協働連携推進課 0857-26-7248 

茨城県 生活文化課 029-224-8120 島根県 環境生活総務課 0852-22-5096 

栃木県 県民文化課 028-623-3422 岡山県 県民生活交通課 086-226-7247 

群馬県 NPO・ボランティア推進課 027-226-2291 広島県 県民活動課 082-513-2721 

埼玉県 ＮＰＯ活動推進課 048-830-2823 山口県 県民生活課 083-933-2614 

千葉県 県民活動・文化課 043-223-4137 徳島県 県民との協働課 088-621-2023 

東京都 管理法人課 03-5388-3198 香川県 県民活動・男女共同参画課 087-832-3174 

神奈川県 ＮＰＯ協働推進課 045-312-1121(代) 愛媛県 県民活動推進課 089-912-2305 

新潟県 県民生活課 025-280-5134 高知県 県民生活・男女共同参画課 088-823-9769 

富山県 男女参画・ボランティア課 076-444-9012 福岡県 社会活動推進課 092-631-4411 

石川県 県民交流課 076-225-1365 佐賀県 男女参画・県民協働課 0952-25-7374 

福井県 男女参画・県民活動課 0776-20-0285 長崎県 男女参画・県民協働課 095-895-2314 

山梨県 県民生活・男女参画課 055-223-1351 熊本県 男女参画・協働推進課 096-333-2286 

長野県 ＮＰＯ活動推進室 026-235-7189 大分県 県民生活・男女共同参画課 097-534-2052 

岐阜県 環境生活政策課 058-272-8203 宮崎県 生活・協働・男女参画課 0985-26-7048 

静岡県 県民生活室 054-221-3726 鹿児島県 共生・協働推進課 099-286-2241 

愛知県 社会活動推進課 052-961-8100 沖縄県 県民生活課 098-866-2187 

 

■２つ以上の都道府県に事務所がある場合 

所轄庁 担当課名 電話番号  

内閣府 大臣官房市民活動促進課 03-3581-0862  

 

 


